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① 課 題

3



課課 題題

１ 現状では、当初想定していた就労移行支援による就労継続支援Ｂ型利用にかかる

アセスメントを行うための体制が十分でないことが明らかにな た（※）中で 就労系の

課課 題題

アセスメントを行うための体制が十分でないことが明らかになった（※）中で、就労系の

障害福祉サービスの選択時において、本人の特性を踏まえた就労にかかる能力や

適性の把握、評価（アセスメント）をどのように行っていくか。適性 把握、評価（ ）を う 行 。

（※）平成23年7月に市町村に対して行った調査では、就労移行支援事業によるアセスメントが困難な市町村は62.6%

２ この間の就労移行支援や障害者就業・生活支援センターの取り組みにより、就職者２ この間の就労移行支援や障害者就業 生活支援センタ の取り組みにより、就職者

は確実に増えているが、一方で人員体制不足等から、生活面の支援を併せて必要とする

ことにも配慮した就労定着のための支援に十分な対応ができていないのではないか。
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② 障害者就業 生活支援センタ における② 障害者就業・生活支援センターにおける
アセスメントのモデル事業（平成２４年度～）
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「障害者就業・生活支援センター」におけるモデル事業について「障害者就業・生活支援センター」におけるモデル事業について

モデル事業の必要性モデル事業の必要性モデル事業の必要性モデル事業の必要性
○ 現行制度の基本的な考え方

就労を希望する者には、できる限り一般就労していただけるよう支援を行う。
↓

特別支援学校卒業者等の就労系サービスの利用にあたっては、まずは就労移行支援を利用（アセスメント
のための利用であり、短期間の暫定支給決定で可）し、一般就労が可能かどうか見極めていただいたうえで、
それが困難であると認められる場合に、就労継続支援Ｂ型を利用することを原則としている。

特 支援学校 在学 暫定支給決定を 卒業 時 が き う推奨 きまた、特別支援学校の在学中に暫定支給決定を行い、卒業と同時にＢ型が利用できるよう推奨してきている。

○ 就労移行支援事業の体制整備の状況

一方で、就労移行支援事業者が無く、アセスメントのできない地域も多く存在。
（平成２３年７月に行った調査では、就労移行支援事業によるアセスメントが困難な市町村が６２．６％ (1,092市町村/ 1,744市町村)）

○ 相談支援の強化・充実との関係○ 相談支援の強化 充実との関係

相談支援事業所が行うサービス利用計画の作成（就労系）にあたり、アセスメントや評価が必要

○ 障害者就業 生活支援センタ におけるアセスメントの可能性の検証○ 障害者就業・生活支援センターにおけるアセスメントの可能性の検証
障害者就業・支援センターは、障害福祉圏域に設置が整いつつある状況。（就労移行支援の無い地域でも機能する可能性）

↓
障害者就業・生活支援センターによる就労系サービスの利用に関するアセスメント及びその後の相談障害者就業 生活支援センタ による就労系サ ビスの利用に関するアセスメント及びその後の相談

支援事業者との協議等にかかる課題を検討・整理するためモデル事業を実施する。

【全国で１０か所：補正予算（都道府県）による年度途中からの実施も可】
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モデル事業の実施にあたっての留意事項モデル事業の実施にあたっての留意事項

①① 支援対象者支援対象者

②② 支援方法（アセスメント支援方法（アセスメントのの実施とアセスメントツール）実施とアセスメントツール）

モデル事業の対象者については、就労系福祉サービス事業の利用を希望する特別支援学校等の在校生や精神科病院
の退院予定者等など、企業就労の経験がない者及び長期間企業就労をしていない者とする。

支援対象者を把握するため、家族や関係機関（特に、職業評価を行う地域障害者職業センター）との連携を図るとともに、
情報交換を行い、相談や実習場面への訪問等を実施し、就労系事業に関するアセスメントを行う。アセスメントについては、
就労移行のためのチェックリスト等の活用の他、独自のアセスメントツールも使用し、より適切な評価に努める。
なお、原則として就労系サービスの利用にあたってのアセスメントは、就労移行支援事業所が行うことを基本とすることから、
適切 就労移行支援事業者 よる が機能 る地域 外を想定 実施するも とする

③③ 評価を行うための提携事業所の確保評価を行うための提携事業所の確保

適切に就労移行支援事業者によるアセスメントが機能している地域以外を想定して実施するものとする。

地域に就労移行支援事業所やＡ型事業所が無いなど、評価を行う体制が整っていない場合も考えられることから、必要
に応じて評価実施の提携場所として 複数の企業や事業所（同 法人内を含む）を確保する必要がある

④④ 支援期間支援期間

⑤⑤ 支援結果支援結果 記録記録と報告と報告

に応じて評価実施の提携場所として、複数の企業や事業所（同一法人内を含む）を確保する必要がある。

アセスメント実施期間については、暫定支給決定期間と同様に、３日～２ヶ月の範囲以内で実施。

⑤⑤ 支援結果の支援結果の記録記録と報告と報告

⑥⑥ アセスメント担当職員の配置アセスメント担当職員の配置

支援結果については、適宜・適切に記録するとともに、モデル事業の結果として厚生労働省に報告し、制度化の際の参考
として全国に周知することも前提に、分かり易い記録・報告に努める。

⑥⑥ アセスメント担当職員の配置アセスメント担当職員の配置

⑦⑦ 相談支援事業所との連携相談支援事業所との連携

相談支援事業者が行うサ ビス等利用計画の作成に資するアセスメント結果の提出 協議については 適切な就労系サ ビスの

本事業の実施にあたっては、アセスメントを担当する職員１名をセンターに配置する。

相談支援事業者が行うサービス等利用計画の作成に資するアセスメント結果の提出・協議については、適切な就労系サービスの
利用のために行うものであり、アセスメント結果の適切な提供と説明のうえで協議を行い、かかる課題を検討・整理するものとする。
また、障害者就業・生活支援センターの支援により就職した者のフォローアップ（定着支援）にかかる相談支援事業者との
連携・役割分担についても、課題の検討・整理を行うものとする。 7



モデル事業におけるサービス等利用計画策定までの流れ（案）モデル事業におけるサービス等利用計画策定までの流れ（案）

現行の流れ現行の流れ現行の流れ現行の流れ
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③ 就労移行支援事業の実績等
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就労支援施策の対象となる障害者数／地域の流れ就労支援施策の対象となる障害者数／地域の流れ

障害者総数約７４４万人中、１８歳～６４歳の方、約３６５万人

一般就労への
移行 状

① 特別支援学校から一般企業への就職が約２３.６％ 障害福祉サービスが約６５.５％

（内訳：身１３４万人、知３４万人、精１９７万人）

障害福祉サービス（就労系）障害福祉サービス（就労系）

移行の現状

企企 業業 等等

② 障害福祉サービスから一般企業への就職が年間１％～２％ → （就労移行：１６.４％）

就労系障害福祉サービス
から一般就労への移行

1 288人

雇用者数

人

・就労移行支援 約 １．６万人

・就労継続支援Ａ型､福祉工場 約 ０．９万人

1,288人/ H15 1.0

2,460人/ H18 1.9倍

3,293人/ H21 2.6倍

４４８，０００人

地域 （平成２０年度）

就労継続支援 型､福祉 場 約 万人

・就労継続支援Ｂ型､旧法授産施設 約１２．７万人

（平成２２年１０月）

4,403人/ H22 3.4倍

就職

生活
ハローワークからの

紹介就職件数

５２ ９３１人

小規模作業所 約１．４万人（平成２３年４月）

地域活動支援センター

10,520人/年

特別支援学校特別支援学校

3,792人/年969人/年

就職

５２，９３１人

（平成２２年度）

特別支援学校特別支援学校
卒業生卒業生16,07316,073人人//年年

就職

（平成２２年３月卒）
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就労系の障害福祉事業所から一般就労への移行率の推移

平成１２年 平成１５年 平成１８年 平成２１年 平成２２年

旧授産施設
・福祉工場

1.4% 1.3% 2.0% 1.1% 1.0%

就労移行

0% 10% 0% 10% 0% 10% 12.1% 16.4%

就労移行

就労継続 2 2%
自立支援法に

よる新体系 2 5%
Ａ型

就労継続
Ｂ型

2.2%

1.1%

よる新体系 2.5%

1.4%
Ｂ型

0% 10% 0% 10%

1.1% 1.4%

【データの出典】　社会福祉施設等調査

11



就労移行支援事業による一般就労への移行率別の施設数の推移
（一般就労への移行率）

厚生労働省障害福祉課調べ

22年4月 39施設

22年4月 99施設

50%以上 21年4月 71施設

20年4月 5施設 一般就労への移行率が

２０％以上の施設数

22年4月 56施設

22年4月 39施設
40%以上
  50%未満

21年4月 19施設

20年4月 0施設

平成２２年４月 310 施設



成２１年 月 224 施設

22年4月 116施設

22年4月 56施設
30%以上
  40%未満

21年4月 46施設

20年4月  2施設

平成２１年４月 224 施設



平成２０年４月 9 施設

22年4月 173施設
10%以上

116施設
20%以上
  30%未満

21年4月 88施設

20年4月  2施設

22年4月 109施設
0%超

10%以上
  20%未満

21年4月  140施設

20年4月 6施設

436施設

22年4月

0% 21年4月 300施設

0%超
  10%未満

21年4月 100施設

20年4月 12施設

（施設数）0 200 400

0% 21年4月 300施設

20年4月 15施設
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④ 相談支援の充実④ 相談支援の充実
（平成２４年４月～）（ 成 年 月 ）
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障がい者制度改革推進本部等における検討を踏まえて障害保健福祉施策を見直すまでの
間において障害者等の地域生活を支援するための関係法律の整備に関する法律の概要

（平成22年12月３日成立、同12月10日公布）

① 趣旨
－ 障がい者制度改革推進本部等における検討を踏まえて障害保健福祉施策を見直すまでの間における障害者等の

地域生活支援のための法改正であることを明記

公布日施行

－ 利用者負担について、応能負担を原則に
－ 障害福祉サービスと補装具の利用者負担を合算し負担を軽減

② 利用者負担の見直し

③ 障害者の範囲の見直し

平成24年４月１日までの政令で定める日（平成24年４月１日）から施行

公布日施行

－ 発達障害が障害者自立支援法の対象となることを明確化

－ 相談支援体制の強化

③ 障害者の範囲の見直し

④ 相談支援の充実 平成24年４月１日施行

公布日施行

市町村に基幹相談支援センターを設置 「自立支援協議会」を法律上位置付け－ 相談支援体制の強化

－ 支給決定プロセスの見直し（サービス等利用計画案を勘案）、サービス等利用計画作成の対象者の大幅な拡大

⑤ 障害児支援の強化 平成24年４月１日施行

市町村に基幹相談支援センタ を設置、「自立支援協議会」を法律上位置付け、
地域移行支援・地域定着支援の個別給付化

－ 児童福祉法を基本として身近な地域での支援を充実
（障害種別等で分かれている施設の一元化、通所サービスの実施主体を都道府県から市町村へ移行）

－ 放課後等デイサービス・保育所等訪問支援の創設
－ 在園期間の延長措置の見直し １８歳以上の入所者については、障害者自立支援法で対応するよう見直し。

その際、現に入所している者が退所させられることのないようにする。

－ グループホーム・ケアホーム利用の際の助成を創設
－ 重度の視覚障害者の移動を支援するサービスの創設（同行援護。個別給付化）

⑥ 地域における自立した生活のための支援の充実

(1)(3)(6)：公布日施行
(2)(4)(5)：平成24年4月

平成24年４月１日までの政令で定める日
（平成23年10月１日）から施行

（その他）（１）「その有する能力及び適性に応じ」の削除、（２）成年後見制度利用支援事業の必須事業化、
（３）児童デイサービスに係る利用年齢の特例、（４）事業者の業務管理体制の整備、
（５）精神科救急医療体制の整備等、（６）難病の者等に対する支援・障害者等に対する移動支援についての検討

(2)(4)(5)：平成24年4月
1日までの政令で定める日
（平成24年4月1日）か
ら施行
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「障害者」の相談支援体系
見直し後現行

市
町
村
に
よ

○障害者 障害児等から 相談（交付税）

市町村／指定相談支援事業者に委託可 市町村／指定特定（計画作成担当）・一般相談
支援事業者（地域移行・定着担当）に委託可

よ
る
相
談
支

○障害者・障害児等からの相談（交付税） ○障害者・障害児等からの相談（交付税）援
事
業

○計画相談支援（個別給付）
ビ

指定特定相談支援事業者（計画作成担当）
※事業者指定は市町村長が行う。

・支給決定の参考○指定相談支援（個別給付）
ビ

指定相談支援事業者
※事業者指定は都道府県知事が行う。

サ
ー
ビ
ス
等

・サービス利用支援
・継続サービス利用支援

○基本相談支援（障害者・障害児等からの相談）

支給決定の参考

・対象を拡大
・サービス利用計画の作成
・モニタリング

○障害者・障害児等からの相談

等
利
用
計
画

指定一般相談支援事業者
（地域移行・定着担当）

○精神障害者地域移行 地域定着支援事業（補助金）

地
域
移
行

○居住サポ ト事業（補助金）

○地域相談支援（個別給付）
・地域移行支援（地域生活の準備のための外出への同

行支援・入居支援等）

※事業者指定は都道府県知事・指定都市市長・中核市市長が行う。○精神障害者地域移行・地域定着支援事業（補助金）
（都道府県／指定相談支援事業者、精神科病院等

に委託可）

支
援
・
地
域
定 ○居住サポート事業（補助金）

（市町村／指定相談支援事業者等に委託可）
・地域定着支援（２４時間の相談支援体制等）

○基本相談支援（障害者・障害児等からの相談）

定
着
支
援

※ 市町村が現行制度において担っている地域生活支援事業の相談支援事業（交付税措置）に係る役割は、これまでと変更がないことに留意。 15



「障害児」の相談支援体系
見直し後現行

市
町
村
に
よ

○障害者 障害児等から 相談（交付税）

市町村／指定相談支援事業者に委託可

○障害者 障害児等から 相談（交付税）

よ
る
相
談
支

市町村／指定特定（計画作成担当）・一般相談
支援事業者（地域移行・定着担当）に委託可

○障害者・障害児等からの相談（交付税） ○障害者・障害児等からの相談（交付税）援
事
業

○計画相談支援（個別給付）
ビ

指定特定相談支援事業者（計画作成担当）
※事業者指定は市町村長が行う。

・支給決定の参考○指定相談支援（個別給付）
ビ

指定相談支援事業者
※事業者指定は都道府県知事が行う。

居
宅
サ
ー ・サービス利用支援

・継続サービス利用支援

○基本相談支援（障害者・障害児等からの相談）

支給決定の参考

・対象を拡大
・サービス利用計画の作成
・モニタリング

○障害者・障害児等からの相談

ー
ビ
ス

サ
ー
ビ
ス
等

障害児相談支援事業者（児）
※事業者指定は市町村長が行う

創 設

通
所

等
利
用
計
画
等

○通所サービスの利用に係る相談等（児童相談所） ○障害児相談支援（個別給付）
・障害児支援利用援助
・継続障害児支援利用援助

※事業者指定は市町村長が行う。所
サ
ー
ビ
ス

等

※ 障害児の入所サービスについては、児童相談所が専門的
な判断を行うため、障害児支援利用計画の作成対象外。

（児）とある
のは児童福
祉法に基づ
くもの 16



市町村は、必要と認められる場合として省令で定める場合には、指定を受けた特定相談支援事業者が作成

支給決定プロセスの見直し等
法 市町村は、必要と認められる場合として省令で定める場合には、指定を受けた特定相談支援事業者が作成

するサービス等利用計画案の提出を求め、これを勘案して支給決定を行う。

＊ 上記の計画案に代えて、指定特定相談支援事業者以外の者が作成する計画案（セルフプラン）を提出可。
＊ サービス等利用計画作成対象者を拡大する。

法 支給決定時のサービス等利用計画の作成、及び支給決定後のサービス等利用計画の見直し（モニタリング）
について、計画相談支援給付費を支給する。

法 障害児についても 新たに児童福祉法に基づき 市町村が指定する指定障害児相談支援事業者が 通所

法

法法 障害児についても、新たに児童福祉法に基づき、市町村が指定する指定障害児相談支援事業者が、通所
サービスの利用に係る障害児支援利用計画（障害者のサービス等利用計画に相当）を作成する。

＊ 障害児の居宅介護等の居宅サービスについては、障害者自立支援法に基づき、「指定特定相談支援事業者」がサービス
等利用計画を作成。（障害児に係る計画は、同一事業者が一体的（通所・居宅）に作成）

法

とあるものは法律に規定されている事項。以下同じ。

サ支 サ支

法

受

障
害
程
度

計
画
案

サ
ー
ビ
ス

サ
ー
ビ
ス
等

支
給
決
定
時

サ
ー

サ
ー
ビ
ス
等

支
給
決
定
後

サ

ー

ビ

ス
担支

付
・申
請

度
区
分
の

案
の
作
成

ス
等
利
用

等
利
用
計
画

時
の

ー
ビ
ス
利
用

等
利
用
計
画

後
の

担

当

者

会

議

支
給
決
定

の
認
定支給決定時から

ケアマネジメント
を実施

用

一定期間ごとの
モニタリング

画

17



１．対象者
（地域移行支援）

地域相談支援（地域移行支援・地域定着支援）（案）

（地域移行支援）
○ 障害者支援施設、のぞみの園、児童福祉施設又は療養介護を行う病院に入所している障害者

※ 児童福祉施設に入所する18歳以上の者、障害者支援施設に入所する15歳以上の障害者みなしの者も対象。

○ 精神科病院（精神科病院以外で精神病室が設けられている病院を含む）に入院している精神障害者。

長期に入院し いる とから支援の必要性が相対的に高いと見込まれる 年以上の入院者を中心に対象

法

法

→ 長期に入院していることから支援の必要性が相対的に高いと見込まれる１年以上の入院者を中心に対象。

１年未満の入院者は、特に支援が必要な者（措置入院や医療保護入院から退院する者で住居の確保などの支援を必要とするものや
地域移行支援を行わなければ入院の長期化が見込まれる者など）を対象。

※ 地域移行支援の支給決定主体は、現行の障害者支援施設等に入所する者と同様に、精神科病院を含め居住地特例を適用。
（入院・ 入所前の居住地の市町村が支給決定）（入院 入所前の居住地の市町村が支給決定）

（地域定着支援）
○ 以下の者のうち、地域生活を継続していくための常時の連絡体制の確保による緊急時等の支援体制が必要と見込まれる者。

･ 居宅において単身で生活する障害者

･ 居宅において同居している家族等が障害、疾病等のため、緊急時等の支援が見込まれない状況にある障害者

→ 具体的な対象者のイメージは、施設・病院からの退所・退院、家族との同居から一人暮らしに移行した者、地域生活が不安定な者等

→ グループホーム・ケアホーム、宿泊型自立訓練の入居者については、対象外。

※ 地域相談支援の給付決定に当たっては、障害程度区分認定調査に係る項目を調査（障害程度区分の認定は不要）

ただし、現行の国庫補助事業支援対象者については調査を実施しないことも可。（更新時は調査が必須）ただし、現行の国庫補助事業支援対象者については調査を実施しないことも可。（更新時は調査が必須）

２．サービス内容

（地域移行支援）

住居の確保その他の地域における生活に移行するための活動に関する相談その他の厚生労働省令で定める便宜を供与。

→ 「その他厚生労働省令で定める便宜」は、地域移行のための障害福祉サービス事業所等への同行支援等。

（地域定着支援）

常時の連絡体制を確保し 障害の特性に起因して生じた緊急の事態等に相談その他の便宜を供与

法

法 常時の連絡体制を確保し、障害の特性に起因して生じた緊急の事態等に相談その他の便宜を供与。

→ 「常時の連絡体制」については、携帯電話による体制によることも可。また、緊急の事態に対して速やかに駆けつけられる体制を確保
することが前提。

→ 「その他の便宜」については、障害福祉サービス事業所等との連絡調整等の緊急時の各種支援を想定。

法

18



⑤ 平成２４年４月の報酬改定
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平成２４年度障害福祉サービス等の報酬改定の基本的考え方

障害児・者の地域移行・

地域生活の支援と経営実態等
福祉・介護職員の処遇改善の

○ 基金事業として行われてきた福祉・介護職員の ○ 地域で暮らす障害児・者やその家族が地域社

地域生活の支援と経営実態等
を踏まえた効率化・重点化

福祉 介護職員の処遇改善の
確保と物価の動向等の反映

○ 基金事業として行われてきた福祉 介護職員の
処遇改善に向けた取組について、福祉・介護職員
の賃金月額１．５万円相当分の引上げ経費として、
新たに処遇改善加算（仮称）を創設し、引き続き
処遇改善が図られる水準を担保

○ 地域で暮らす障害児 者やその家族が地域社
会で安心して暮らすことができるよう、夜間支援
の強化や家族のレスパイトのためのサービスの
拡充等

処遇改善が図られる水準を担保。

＊ 交付金の申請率が低いこと等を踏まえ、加算
要件を緩和した一定額の加算（福祉・介護職員の

○ 障害者自立支援法・児童福祉法の一部改正法
の平成２４年４月からの円滑な施行のため、相談
支援や障害児支援について適切な報酬設定要件を緩和した 定額の加算（福祉 介護職員の

賃金月額０．５万円相当分）を併せて創設。（処遇
改善加算（仮称）が算定できない場合に算定）

○ 改定率の決定に当た ての考え方を踏まえ

支援や障害児支援について適切な報酬設定

○ 前回改定の効果の検証、定員規模に応じた経
営実態等を踏まえた効率化・重点化

○ 改定率の決定に当たっての考え方を踏まえ、
前回改定以降の物価の下落傾向を反映させ、原
則として一律に（▲０．８％）基本報酬を見直し。

20



平成２４年度障害福祉サービス等の報酬改定のポイント （抄）

５ 就労系サービス５．就労系サ ビス

○ 就労移行支援の職場実習等を評価

就労移行支援

○ 就労移行支援の職場実習等を評価。
移行準備支援体制加算（Ⅰ）【新設】 → ４１単位／日

○ 就労移行支援の一般就労への定着支援の強化。
一般就労への定着支援に効果を上げている事業所を評価するため、基本報酬と就労移行支援体制加算の配分の見直しを行う。般就労 の定着支援に効果を上げている事業所を評価するため、基本報酬と就労移行支援体制加算の配分の見直しを行う。
就労移行支援体制加算の見直し ［就労定着実績 ４５％以上の場合］ １８９単位／日 → ２０９単位／日

○ 一般就労への移行実績がない就労移行支援事業所の評価を適正化。（平成２４年１０月施行）
［過去３年間の就労定着者数が０の場合］ 所定単位数の８５％を算定

が［過去４年間の就労定着者数が０の場合］ 所定単位数の７０％を算定

21



共同生活援助（グ プホ ム） 共同生活介護（ケ ホ ム） 自立訓練４．共同生活援助（グループホーム）・共同生活介護（ケアホーム）・自立訓練

共同生活援助（グループホーム）・共同生活介護（ケアホーム）

○ グループホーム・ケアホームの通勤者の生活支援を評価。
通勤者生活支援加算の算定対象に追加（グループホーム・ケアホーム）

自立訓練（生活訓練）自立訓練（生活訓練）

○ 宿泊型自立訓練の通勤者の生活支援を評価。
通勤者生活支援加算の算定要件の見直し

通常の事業所に雇用されている利用者の割合が［現行］ １００分の７０以上 → ［見直し後］ １００分の５０以上
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